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わが国におけるチャネル研究の特質とその検討

米　谷　雅　之

1．はじめに

　A・W・Shawがその古典的労作①の中で製造業者の販売手段としての中間

商人の機能の重要性を指摘して以来，チャネル概念はマーケティング研究が

過去60年にわたる歴史的経緯の中で自らが生み出してきた固有の理論概念

として永続性を保持しており，したがってそれはマーケティング理論の基本

概念として位置付けられることができる曾

　われわれは先にアメリカにおけるチャネル研究の発展過程を学説史的に把

えて整理・分類するとともに，それに若干の批判と検討を加えてきた黛チャ

ネル研究はその経緯によって大きくマクロ的チャネル研究，類型選択的

チャネル研究，チャネル・システム研究に分類することができる曾かかる分

類はすべてチャネル認識の差異にもとつくものであり，マクロ的チャネル研

究におけるチャネル認識は流通機構そのものであり，したがって，われわれ

が対象とする個別マーケティング主体の操作性視点に関わる「マーケティン

グ・チャネル＠］とは識別されるべき性質のものであった。これに対して後二

①A・W・Shaw，　Some　Problems　in　Market　D2’strthuttOn，19　15，

②Michael　H・　Halbert，　The　Meaning　a　nd　Sources　of　Marketing　Theory，1965，　P．10．

③拙稿，「アメリカにおけるチャネル論の発展過程とその検討」，山口経済学雑誌第22

巻3・4号．

④詳細は，前掲論文，74－82頁参照。
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者はマクロ的チャネル研究に対応するミクロ的チャネル研究とも云われるべ

きものであり，マーケティング主体としての製造業者の地位を明確にしてそ

の視点からチャネル管理の問題を対象としたという点では共通性を持つ。し

かしながら，チャネルの類型認識とシステム認識という点で両者は厳別され

なければならない本質的な差異を持っている。類型選択的チャネル研究は

チャネルを類型として与えられたものと考えその中での有効な選択こそが問

題となり，他方チャネル・システム研究はチャネルを与えられたものとして

ではなく，システム変数の操作によるチャネル・システムの積極的な管理が

問題となってくるのである。

　本稿はかかるチャネル研究の系譜の中で特にわが国の論者によって問題に

され，一応の定式化がなされたチャネルの認識およびそこから発生するチャ

ネル成員相互間の行動的側面に関する分析一チャネル交渉過程の分析一の現

段階迄の理論内容とそこに内在する問題点について，アメリカで展開された

チャネル研究，特にチャネル・システム研究との対比において考察しながら，

わが国のチャネル研究の特質を抽出しそれを検討することを目的とする。

チャネル交渉過程の分析はチャネルを製造業者および販売業者を構成素とす

る「行動シズテム」として把握するという点で系譜的にはチャネルへのシス

テムズ・アプローチに依拠しており，その限りではチャネル・システム研究

の流れに沿うものである。しかしながら，アメリカで展開されたチャネルの

システム認識を直接的に摂取することなく，独自の分析枠からそれを批判的

に検討しながら理論構築をしたいという点で，わが国のチャネル論展開の独

自性が見られる。その意味で，われわれは先ずチャネルのシステム認識の分

析から出発しなければならない。

⑤「流通機構」「配給経路」「マーケティング・チャネル」の各概念間の関連および差異

については次を参照のこと。荒川祐吉，「マーケティング・チャネル概念とヂャネル行動一

チャネル行動論序説」，国民経済雑誌，第112巻5号（昭和40年），74頁。
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2．チャネルのシステム認識⑥

　1960年を境にして，それ以前の「ほとんど純粋な記述的研究」からチャネ

ル支配をめぐる協調や衡突およびその他のチャネル成員間の関連の分析へと

その中心問題が移って行くと共に9以後の10年間はチャネルのシステム認識

に関する問題に対する関心が非常に高まった年である。この問題意識の変化

の契機となったのは，云うまでもなくマーケティング環境の変化およびシス

テムズ・アプローチの発展とチャネル研究へのそれの導入である。

　伝統的チャネル研究との比較において，チャネル研究へのシステムズ・アプ

ローチの優位性を認めながら，広範囲にチャネル・システム論を展望したB．

C．McCammonとR．　W．　Littleによれば，システムズ・アプローチの下での

チャネルは「識別できる特異な行動パターンを持つ一つの操作システA＠1と

して認識され，次のような公式的特性をもっている曾

　1）予定された結果を生み出す為に構造化された，相互に関連する要素から

成る。

　2）チャネル成員は相互に受容された目標の達成の為に努める。それは成員

の個別目標と矛盾することがあるが交渉や調整の過程によって和解される。

　3）チャネル成員によって遂行される活動は連続的であり，それは「マーケ

ティング・フロー」として認識できる。

　4）チャネルへの参加が任意であるという意味で，それは「開システム」で

ある。

⑥本節は先の論考（拙稿，前掲論文）とその内容において重複部分をみるが，以下の問

題を考察する上で，またこの記念論文集に与えられた趣旨および課題の上から，あえて重

複して考察を進める。

⑦A．J．Alton，“Pricing　Practices　and　Channel　Control，”in　W．　G．　Moller，　Jr．　and　D．　L．

Wilemon（eds．），　Marketing　Channets　：、A　Systems伽砂（珈41971，　p．233，

⑧B．C．　McCammon，　Jr．　and　R．　W．　Little，‘Marketing　Channels：Analytical　Systems

and　Approaches，”in　G．　Schwarz（ed．），　Sctence　in　markating，1965，　p．327．

⑨lbid．，　pp．329－330．
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　5）チャネルは通常1つの企業によって管理される。すなわち「チャネル・

キャプテン」又は「チャネル管理者」が存在する。
　　　，f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　6）チャネル成員の行動はそのチャネルの行動規約もしくは集団規範に

よって規制される。

　マクロ的チャネル研究にしろ，類型選択的チャネル研究にしろ，チャネル

の伝統的アプローチは構造的関係を余りにも強調し過ぎた為にチャネル行動

の重要性を極小化してきた。これに対してシステムズ・アプローチによるチャ

ネルのシステム認識は構造的特性よりもむしろ行動的糊生を強調する曾した

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　；
がって類型選択的チャネル研究で取り上げられたチャネルの類型化およびそ

．の選択といった問題はその主題からはずされ，代りにチャネルの管理・支配

ないしは協調の確保といった問題が前面に押し出されてくるのである。

　チャネルを「識別できる特異な行動パターンを持つ一つの操作システム」

として認識するにしても，視点の相異により，互いにその内容を多少異にし

ている。前述したMcCammonとLittle’はチャネル・システ4に関する経済

的，政治的，行動科学的次元の各々について幅広く検討し総合的にそれを把

えようとする。F．　E．Balder　ston⑱L．　P．Bucklin⑫等はチ》ネルを一つの経済シ

ステムとして把握しようとする。また，チャネルを管理されるべき組織間シ

スデムとして取扱う者にはV．F．　Ridgeway⑱T．　L　Berg⑱B．　Maller僻等を上げ

ることができる。L．W．　Stern⑯は社会システムとして，W・Alderson⑰は行動

⑩Marti　n　L　Be皿，　Markating　：（iOnc　eptS　’　a　nd　Strategy，1966，　pユ32．

⑪F，E．　Balderston，“Deslgn　of　Marke廿ng　ChannelS，”in　R　Cox，　W．　Alderson，　and　S．　J．

Shapiro（eds．），　Theviyin〃28娩θ痂z＆2nd　sθ甥肉　1964，　pp．　163－175．

⑫Loui　s　P．Buckli　n，．4　Thevry　of　Distア泌ution　Cha　nnet　Stracture，1966．

⑬Valentine　F．　Ridgeway，‘‘Administra廿on　of　manufacturer－Deak｝r　Systems，”

Admin・is　tratS’ve　Scte　nce　Quarte吻，1（marc　h，1957），　pp．464－483．

⑭Thomas　L．　Berg，更「Designing　the　Distribution　System，”in　W．　D．Stevens（ed：），　The

Soo毎♂　ResponSib　ilittes　o！ノレlarketi〃9，　Cぬ定㎎o！1／lfA，　1962，　PP　481－49α

⑮Bruce　MaHen，“A　Theoly　of　Retailer・Supplier　Conflict，　Control　and　Cooperation”

ノ「o　ermal’　o〆1～eta露ing，　X　XXIX（sum　mer，1963），　pp　24－32．

⑯Louis　W．　St　em（ed），　D魏〆伽’吻ChannelS　．・　BehavtOral　Dimensions，1969．

⑰Wroe　Alderson，ルla　rktnng　Behavior　a加1　Exerczative、46’加，1957，
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システムとして，各々，チャンネルを把えている。この様にチャネルのシス

テム認識という同一基盤に立ちながらも，その視点の異いによりその内容は

千差万別である曾

McCammonとLittleによって手由出されたチャネル・システムの公式的特

性からも明らかなように，それは単なるシステムー般としての認識ではなく，

システムの構成素であるマーケティング諸機関の合目的・意識的組織的連帯⑲

を結果する一つの「操作システム」であり，「目的システム」であり，かつ「開

システム」としての認識である。かかるチ辛ネルのシステム認識は究極的に

はチャネル・システムの管理を問題にする。システムの管理を問題にする場

合，先ず第一にチャネルを如何なるシステムとして位置付け，それが如何な

るシステム特性を持っているかについての分析が必要となる。第二にこのよ

うなシステムの特性や位置付けという，云わば一般論的な取り上げ方よりも，

むしろチャネルの設計問題をも含めてチャネルの管理それ自身を問題とする

合析方法が考えられる。われわれは前稿で前者を「チャネル・システム特性

論」として，後者を「チャネル・システム管理論」として便宜上二つに分け

て考察してきた曾チャネル・システムの管理や設計のためにはそのシステム

の位置付けおよび特性の分析が不可欠であり，その意味では両者は相互に不

可分の関係にあることは云うまでもない。本節ではこの二分法を用いずに，

以下の考察において必要と思われる諸論者のチャネル・システム観の内容を

述べるにとどめる。

　自動車産業等における当時のディーラーシップの状況を直視しながら，そ

の中に利害の共通性と相互依存性が存在することを説き，以後のチャネル・シ

ステム論展開の上に一つの強力な素材を提供したのはV，F．　Ri　dgewayであ

⑱Cf．　La　rr　y　J．Rose　nberg，　An　Empirical　Examinationげ伽daztses，　Le　vel　and　Cbnse－

quences（ガ（1）nflict　in　a　High　Stalee　DtStribution　Chann　el，　unpublished　doctoral　disser－

tation（The　Ohio　State　Univ．），1969，　pp．11－20．

⑲　風呂　勉，マーケティング・チャネル行動論，昭和43年，156頁。

⑳拙稿，前掲論文，85頁。
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る。製造業者はその供給者やディーラーの集団の成果に大きく依存している

ので，彼等をあるが儘に任せず自ら卒先してその利益に貢献するような方法

で管理しなければならない。「資源の獲得に始って，製造を通り最終消費者に

至る経済過程は継続的な過程である。しかし，多くの産業においてはかかる

経済過程は各々独立した実在と別個の法的地位を持つ多くの組織体の作業の

成果であり，この意味で製造業者は供給業者および販売業者と重要なる関係

を持つ。この3つのクラスの組織は各々独立した実在にも拘らず，彼等の活

動は一つの拡張されたシステム（one　extended　system）を形成しなければ，

ならない。このことは管理論や組織論ではしばしば無視されている事実であ

る＠］と述べ，供給業者一製造業者一販売業者で結ばれる関連グループを「準

独立単位」として，現実にそれが経済の中で一つの競争単位を成しでいるこ

とを認識する。したがって，「このシステムが一つの統合化された全体として

有効に活動するためには，そのシステム内の個々の組織の管理だけではなく

何らかの形で全体としてのシステムの管理がなされなければならない＠］ので

ある。それはあくまでも特定製造業者による，そしてそれと「1対多」の関、

係にある多くの供給業者およ・び販売業者を含むシステム全体の管理を問題と

する。Ridgewayは当該製造業者を「一次組織」，供給業者および販売業者を

「二次組織」と呼んで，両組織によって形成される拡張システムが恰も一つ

の単一組織のように行動すると共に，管理論や組織論がかかる拡張システム

の存在を看過してきたことを指摘する。そして拡張システムにおいては意思

決定が個々の組織でなされる為に完全には単一組織の行動に同化されないに

しても，単一組織の管理過程の理解が援用できるとしてチャネル問題を次の

ような問題の解決として把握するのである曾

　1）意思決定について組織間で相互に矛盾なきこと。

　2）計画についての相互関連性の確保。

⑳Valentine　F．　Ridgeway，　op．6飢p．464．傍点は筆者による。

⑳lbid．，　p．466．

⑳lbid．，　P，467．
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　3）組織相互間における双方的意思疎通の確立。

　4）共通の成果基準の確立と有効な報償・制裁機構の設定。

　5）意志決定について組織間で共通の評価システムを設定すること。

　すなわちRidgewayにおけるチャネル問題は拡張システム管理の問題であ

り，／ それは一次・二次組織間の関係の乖離を極小化する問題に転化されるの

である。当時の確立されたフランチャイズ・シズテムを直視しながら，供給

業者一製造業者一販売業者の，とりわけ製造業者と販売業者の間の「共生的

、チャネル関係」⑳（benevolent　channel）の実現を目的として拡張システムの管理

の必要性を主張した。そのためには管理の内容を検討する必要があったし，

それを単一組織の管理過程を援用しながら上記組織間における意思決定の乖

離の極小化という形で具体化したのである。

　Ridgewayにおいては，製造業者を中心にそれと直接的に取引関係にある複

数の供給業者および販売業者集団を二次組織集団として，それを超える間接

的取引集団については拡張システムの枠組から除外されていた。そして特に

製造業者とディーラーが形嘆するシステムにその対象が置かれていた。これ

に対してT．L．　Bergは「純粋に技術的問題として，組織論が単に直接的に製

造業者一ディーラー組織だけでなく外部的流通システムに有効に適用される

ことができ6＠jと述べ，Ridgewayが想定したシステムの外延的拡張を試みる

のである。

　T，L．　Bergはチャネル・システム（distribution　subsystem）を投入一産出

システムと見て，その構成素として，（1）内部組織，（2）環境，（3）外部組織を考

える。外部組織は組織間伝達および投入一産出処理の為に内部組織（製造企

業）とその経済的環境（例えば最終消費市場）とを結びつける役割を担って

⑳この点についてSternのRidgeway批判がある。cf．　LoUi　s　W．　Stern，“Channel　Control

and　lnter－Organization　Manage　me　nt　；’in　P　D．Bennett（ed．），　Ma　rketi2zg　and　Ecomomic

DeveloPment，　Chicago　AMA，1965，　p．657．

⑳Thomas　L　Berg，‘Designing　the　Distribution　System，”in　W．　D．　Stevens（ed），　The

S㏄劾〃ぞゆ（麗sめ吻嬬o〆福α伽伽＆Chicago　AMA，1962，　reprinted　in　Bruce　Mallen（ed．），

The　Marketing　Channel　：／A　Conceiptual　ViewPm’n　t，1967，　p．261．
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おり，販売業者や供給業者がこれに属す。内部組織と外部組織とは動機づけ

と調整を必要とする人的関系，常規化された課業，安定した協働的成果への

期待の存在という点で基本的に類似しており，したがって外部組織は当該製

造企業の「内部組織への論理的拡大」（10gical　extensions　to　the　internal

organization）と見ることができる曹そしてRidgewayと同一な基盤に立って，

伝統的管理論の内部組織問題への研究の集中性を指摘し，「環境や外部組織を

その分析の中に明確に組み入れる日がきてこそ組織論の完全なる発展があ

る」⑳と述べる。更にBergは環境や外部組織が内部組織の管理の問題と密接に

関連していることを認識していなかったマーケティング理論家の責任をも指

摘して，両者の融合こそ「精神病的思考傾向」から脱却する唯一の方策であ

ることを主張する。か・るBergの主張はその背後においてC．1，　Barnard以来

の近代組織論に大きく依拠していると云える。

　周知のようにBarnardは組織を二人以上の人々の協働的活動のシステムと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l定義し，それへの「貢献」を基準にして組織構成員の枠組を設定する。そし

て「…　商品を購入する顧客，原材料の供給者，資本を提供する投資寡も

また貢献者となる＠］ことを宣言する。Barnardの「協働システム」概念は機能

的関係の存在を意味し，この点こそ伝統的組織論と識別される近代組織論の

基本的性格である。この点についてJ．G．　MarchとH．　A．　Simonはヨリ明白

に「生産一流通過程における各単位企業を組織の『内』と『外』として

区別するやり方は企業の法的規定に従うものである。われわれは供給業者と

流通業者の双方を包含するヨリ機能的な基準を（組織論に）採用した方が有

効であることを知る角と述べて，機能的関係に基礎を置く組織認識の必要性

を強調する。

　Be　rgはかかる近代組織論の成果をチャネル・システムに適用すると共に，

⑳乃砿P．259．
⑳lbid．，　P・260．

⑳Chester　l．　Barnard，　The　Functions　of　the　Executs’ve，1938，　p．77（21st函nting）．

⑳James　G．　March　and　H．　A．　Simon，　Org侃々認o織1958，　P．89．括孤内は筆者による。
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進んでその設計の問題にまで援用してゆく響すなわちBergにおいては外部組

織は完全に当該企業の内部組織に同化されてしまい，チャネル問題は近代組

織論の問題と同一の次元に設定されることになる。したがって，チャネルに

内在するマーケティング問題は外部組織の内部組織への純化と同時に組織論

の問題領域の中に解消されてしまうのである。

　B．MallenもRidgewayやBergとほぼ同一の視点に立ちながら，チャネル

に「組織的拡張概念」（organizational　extension　concept）を適用する曾　Ma　llen

はそれを特に水平間，類型間，垂直間⑫の「協調」と「衝突」の問題として把

え統制による協調の作用が衝突の作用よりも大きくなる時チャネルへの組織

的拡張概念の適用が有効になると主囁する。Mallenは部門内部および企業内

部における名個人および各部門がそれぞれ相互に協調，統制，衝突すると同

時に，それらが各々一つの部門および一つの企業を形成しているように・垂直

的関係を持つ諸企業もまた協調，統制，衝突しながら同時に一つの流通チャ

ネルを形成すると述べ，かかる流通チャネルは統制による最適な協調状態の

下で最善となることを指摘する。

　チャネル成員は自らの為に自己の個別目標を差し控えてその行動を共通の

チャネル目標にのみ基礎付けるべきであるという主張は，チャネルのシステ

ム認識に一般的である響この点に関してMallenは明示的に次のように述べて

いる。「…　　問題の中心は共通目的もしくは『マクロ目的』である。各成貝

はこの為に彼等の利己的な『ミクロ目的』を犠性にしなければならない。何

故ならば，彼等は利潤パイ（profit　pie）を増大することによって，少ない利潤

の分配についての無意味な口論よりもはるかに良好な結果を招くからであ．

⑳Thomas　L　Berg，　op．　cit．，　pp．261－264

⑪　Bruce　Mallen，“Confhct　and　Cooperation　in　Marketing　Channels，”in　L．　G．　Smith

（ed．），　RefiectS’ons　on　Progress　in　Ma　rleeting，1964，　Chicago　AMA，　repri　nted　i　n　B．　Mallen

（ed．）The　ma　7k　eting　Cha　nnel－－AConcepimal　Vte　zOpoin　t，　1967，　p．131，

⑫cf．　J．　C．　Pa】amountain，　The　politics　o／DdS　trthution，1955，　pp．24－57．

⑳For　Example，　L．　W．　Stern，　oP．　cit．，　p．　665．なお，目標間の衝突と共通目標保持の問

題については次を参照せよ。H．　A　Simon，“On　the　Concept　of　Organiza廿onal　Goa1，”

、44痂雇s吻加θS6毎ηα（1〃σ吻吻，　Vol．9，　No．1，1964，　p．8．
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る＠Jと。Mallenの「組織的拡張概念」によるチャネル統制の問題は種々の「協

調手段」による成員への誘因の提供，およびその見返りとしての成員の共通

目標への奉仕による貢献の獲得の問題であると云える。

　W．Aldersonもチャネルのシステム認識という点では同一基盤に立つ・彼

の理論における中心概念が「組織された行動システム」（Organized　Behavior

System，以下0．　B．　S．と略す）であることは周知の事柄であり，それは

構成素間の相互行為がシステムの産出物に対する期待によって結合されるよ

うな人間の相互行為要素の集合を表わす概念であると云うことができる禦初

期の業績においては，一瞬間以上持続し旦つ一定の特質を有する行為の集合

は何れも0．B．S．として認識され，この意味でチャネルは重要な0．B．S．

の一つとして上げられている曾更に，それは製造業者が消費者に到達する目

的でのみ利用されているに過ぎない実在（entity）であり，そこには成員性の

存在は認められない。にも拘らず，「チャネルの継起的段階は機能的に関連し

合っておりその点で公式集団に妥当する相互作用の諸原理が適用されること

ができる⑰」として，O．B．S．の枠組で把えながらも成員性の欠除（したがっ

て公式的構造を持たない集団）の点で企業や家計に比較してかなり次元の低

に集団として認識されている曾

　チャネルが0．B．S．として認識される限り，それは0．B．S．が持つシ

ステム特性⑳を具備することになる。したがってそれは企業や家計のシステム

と共通の次元および特性で認識されることが可能となる。ただ企業や家計の

⑭B．Mallen，　oP．　cit．，　P．31，　and　B．　Mallen，“A　Theory　of　Retailer－SupPlier　Conflict，

Control　and　C∞peration，”ノburnal　Of　Retal’ling，　XXXIX（1763），　p．27．

⑮Wroe　A　lderson，　Dynamic　Marketing　Behavtor，1965，　P．25．（以下，　Alderson〈2＞

とする）。

⑯Wroe　Alderson，“Survival　and　Adjustment　in　Organi　zed　Behavior　System，”in　R

Cox　and　W．　Alderson（eds．），　Theory　in　Marketing，1950，　p．68．

⑰W．Alderson，　Marketingβ励伽07　and　Executive　Action，　1957，　P．15．（以下，

Alderson＜1＞とする）。

⑱lbld．，　pp．15－16．

⑲これについては，荒川祐吉，現代配給理論，昭和35年，第5章をみよ。
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システムとチャネル・システムとは成員の意識性の存否の点で差異があり，

そのことがシステムの結合の程度に影響してくるのである。すなわち企業や『

家計はその中に成員性が認められる「緊密に組織化されたシステム」である

のに対して，チャネルは「緩く連結されたシステム」となる曾このように0．

B．S．の中でも連結の程度には若干の差異が認められるが，何れもそこには

「結合機会（joint　oppotmity）の開発への期待」が存在しており，それがチャ

ネルを（）．BS．として活動させる絆（bond）の源泉となっているのである稽し

かしながら，1960年代に入り，法的社会的存在としての企業もしくは家計を

起える0．B．S．概念の拡張に対してその困難性を指適し，チャネルへの

0．B．S．概念の適用可能性のテストとして「チャネルの存続について成員

間に共通の利害関係」（a　common　stake　in　surVival）の存否を提案する曾すな

わち，かかる共通の利害関係が存在するチャネルは0．B．S．として認識さ

れるがそうでないチャネルは「長期に亘って持続傾向を持つ0．B．S．と

呼ぶことには無理が生じてくる角のであり，それは「擬システム」を形成す

る。チャネルを0．B．S．として認識するか否かは上記のテストにもよる

が，それに．も拘らずチャネルを持続的な相互行為という点でシステムと見る

見方はAldersonの理論の基本となっている曾

　Aldersonの特徴はマーケティングの全体理論を構築すべくその中で生ま

れた0．B．S．概念をチャネルに適用しようとした点にあるが，差別的有利

性（differential　advantage）を求める1つの領域が市場組織化競争にあると

いう事実においてチャネル問題が発生し⑱その問題解決のために交渉過程（

negotiation　pr・oc・ess）による協調の確保⑯の必要性を主張する点では前三者

⑩W．Alderson，“The　Analytica1　Framework　for　Marketi　ng，”in　D．　J．　Duncan（ed．），

P「oceαlin9「s！thnノ「e　re　nce　ofルfarleeting　Tea（th　ers　from　FarレVestern　S’a　tes，1958，　repr　inted

in　P．　Bh　ss（ed．），ルla　rkett’ng　a　nd　the　Behain∂ral　Science，，1963，　p．572

⑳Alderson〈1＞，　p．156．

⑫Alderson〈2＞，　pp．43－45．

⑬乃id，　P．44．

⑭乃id．，　p．254．

⑮乃id。　p．258．
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と同一基盤に立つと云える。

t

3．チャネルの組織的要素と反組織的要素

　われわれは前節でRidgeway，　Berg，　Mallen　Aldersonの諸説を通してアメ

リカで開花，展開されてきたチャネル・システム研究の系譜を概観した。論

者によりその内容を多少異にするが，チャネルを一一つのシステムとして認織

することによって，そこに単一組織と同等な管理の適用可能性を主張する点

において，大なる共通性を持っていることは明らかである。このことはBe「g

の外部繍の「内部繊への論理的拡大」・思考・およびM・11・nの「組織的拡

張概念」の中に最も顕著に表現されている。

　われわれがチャネル行動の現実を観察する時そのなかにかかる性質を発見

することは事実である。しかしながらそれだけではない。それはチャネル行

動の単なる一つの側面を説明するものであって全てを説明し得るものではな

い。問題はチャネルを構成する各々のや一ケティング諸機関が一方でチャネ

ル．システムの構成素であると同時に，他方で法的・制度的に独立した意思

決定主体であるという二重の性格に起因する。システムの構成素としての行

動様式は同一チャネル内の他の構成素と共通の利害関係に立って結合利益の

恩恵に浴さんが為に，協調関係を保ちながら「マク岨的」⑰すなわちシステ

ムの共通目的の遂行に自ら努力する可能性を持つことになる。したがって

チャネルに内在するかかる側面からはチャネルを単一企業組織と全く同一の

枠組で把えることが可能となる．そこ1こおいてチャネル問題騨一企業組織

に対して適用される管理および組織の問題に同化されてしまうのである。

チャネルの持つこのような性格要素をわれわれはチャネルに内在する「組織

⑯Alderson〈1＞，　pp．156－157．

⑰B．Ma皿en，“A　Theory　of　Retailer－Supplier　Confiict，　Control　and　Cooperation”ノ厩

mal　of　Reta認ing，　XXXD（（1963），　p．27，
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的要素」と呼ぶことにすれば，それと拮抗関係にあって常にそれを相殺しよ

うとする「反組織的要素」とでも云うべきもう一つの性格要素が内在する。チ

ャネルの組織的要素がシステムの構成素としての行動様式にその源泉を持っ

のに対して，チャネルの反組織的要素はチャネルを構成するマーケティング諸

機関の各々独立した意思決定主体としての行動様式にその源を持っている。

この側面からは「マクロ目的」よりもむしろ「ミクロ目的」への忠誠が強く，

したがって協調よりも衝突が強調される傾向が強い。更にこの性格要素に関

わる衝突は企業内で発生する衝突と本質的に同一のものではない。ζの点で，

組織内現象から組織間現象を外挿することの危険性を指摘したSherif⑱およ

びW．M．Evan⑲の警告は適切であると云えよう。

　先に見たBerg，　Mallen，　Ridgeway，　Alderson等のチャネル・システム論者

達は何れもチャネルに内在する一方の性格要素一組織的要素一だけを抽出し

てそれをチャネル関係のすべてとして取り上げ，したがってそこに単一一組織

と同等な組織原理および管理技術の適用の可能性があることを説いたのであ

る。このことは前二者において最も顕著に見られる。しかしながらすべての

システム論者がチャネルの反組織的要素の存在を意識していなかったという

訳ではない。何らかの形でそれを意識していたからこそチャネル管理の困難

性の克服という問題が生起したのであるし，多くの努力がその問題に注入さ

れる結果をみたのである。

　Ridgewayはチャネル内の企業間には権限の流れには切断点が存在し旦つ

資源は別々に所有されているという点でそれは単一組織には完全に同化され

ないとして「準独立単位」という考えを明らかにしている費また，F，　E．

BalderstonとAC・Ho99attは，（1）共通目的の認識および（2）活動に対する報

償・制裁メカニズムを欠く点でそれは単一公式組織とは異っており，せいぜ

⑱Murafe　r　and　Sheri　f（eの，　lntergroztp　Relations　and　Leade　rshiP，1962．

⑲William　M．　Evan，‘The　Organization－Set：Toward　A　Theory　of　interorganizational

Rebtions，”in　James　D・Tompson（ed．），　ApPrαaches　to　Organizatto　ual　Design，　Uni　v．　of

Pittsburgh　Press，196〔｝，　pp．173－191．

⑩　V．F．　Ridgeway，　op．　cit．，　pp．467－46＆
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い「準組織」（quasi－organization）であるとしている曹Aldersonも組織の結合

の程度に差異があることを指摘し「緩く連結されたシステム」としてチャネ

ルを認識する曾このように部分的にではあるがチャネルの反組織的要素はそ

の理論の底流に存在していた。ただ現実の問題としてチャネルを管理しなけ

ればならない対象として，またその可能性の存在を強調する余りに組織的要

素だけが前面に押し出され，残る半身はその背後に埋没，消去されてしまい，

その結果チャネルに内在する本質的な問題一組織的要素と反組織的要素の相

互拮抗作用一を看過してしまったと云える。それ故，「衝突」という行動要素

を抽出しながらもそこでは組織的要素に関わる衝突だけがすべてであり，反

組織的要素に関わる衝突は彼等の論理からして無視されざるをえなかったの

は当然のことである。したがって，かかる「衝突」は組織内衝突に同化しえ

たし，この点で調整もしくは統制による協調の確保が可能となると考えられ

たのである。この意味でアメリカにおけるチャネル・システム研究は云わば

破行的に進められてきたと云える。

　わが国におけるチャネル研究は，結果的にはチャネル・システム論が持つ

この破行性の批判を通して展開されてきたと云えよう。以下で考察するわが

国のチャネル理論の形成において独自性が認められ，ある程度の定式化がな

されたのはこの結果でもある。

　もともと，石原氏も指摘するように，わが国のチャネル研究は商業経済論

の認識にその源流をみる讐商業経済論的認識を母体とするチャネル問題の「問

題性」が，アメリカで開花したチャネル・システム論との交渉関係を経て独

⑪F．E．　Balderston　and　A．　C．　Hoggatt，“Simulating　Market　Processes，”in　B．　Mallen

（ed．），　op．　cit．，　p．】88．

⑫W．Ald・・s・n，“Th・Analytical・F・amew・・k　f・・ka・k・ti・g”i・P・Bliss（・d・），の・ゴち

p．572．なお，システム論者とは異った視点からチャネルの組織的要素の強調を批判するも

のにP．　Mc　Veyがいる。これについては拙稿，前掲論文，99－100頁参照。（P．McVey，

Are　Channels　of　Di　stribution　What　the　Text　Books　Say？”ノburnat　Of／Marleeting，　VoL　24・

1960）

⑭石原武政，「マーケティング・チャネル論の系譜」・京都ワークショップ編マーケティ

ンク理論の現状と課題，昭和48年，199頁。
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自の理論形成の道を歩ませてきたと云ってよい。このことは風呂氏における

理論展開の中に最も顕著に表現されている曾

　風呂氏は商品流通に内在する矛盾から出発してチャネル問題の「問題性」

を定式化してゆく。産業資本家にとってみれば，自己製品の差別的な価値実

現を確保するとともに，他方で商人を市場危険の緩衝帯として利用できるの

であるならば（商業資本系列化政策），市場競争における差別的有利性を確保

する手段としてこの上もないことである。しかしこのことは商人との関係に

おいて，一方で「売買関係」を維持しながら他方で「代理関係」を組み込む

という，したがって一面において独立の経済計算単位としての商人を要請し

ながら，他面においてそれを極力抹殺しようとする解決困難な「二面指向性」

の問題に逢着する。氏におけるチャネル問題の「問題性」はかかる背反的な

二つの要請をその中に内蔵する点にある曾こうした論理過程とアメリカの自

動車産業におけるフランチャイズ・システム展開の経緯分析を経て，マーケ

ティング・チャネルを「売買関係」と「組織関係」の二側面相互の関係とし

て認識する。「マーケティング・チャネルが単なる公式組織関係でもなく，ま

た単なる売買関係一般でもないところの，しかもこれらの背反的な2つの関

係をまったく除外しては考えられないところの極めて特殊な製造業者と販売

業者の対応関係であることを素直に認めなければならない⑳」のである。この

二面性こそわれわれがチャネル成員の行動様式の二重の性格から概念化した

「反組織的要素」と「組織的要素」に対応するものである。

　石原氏もまた商業経済論的思考を基礎にしてチャネル問題の核心を問う。

製造業者のチャネル支配の問題性力㍉一方で危険負担の転嫁先として販売業

者の自立性を要求し，他方で不確実性の単純化と販売業者の消費者への影響

力の連動を促進する為に販売業者の自立性の否定を要求するという，相互に

矛盾する事柄の同時的達成という点にある轡とする点では風呂氏と全く同一

⑭　風呂　勉，前掲書。

⑮　風呂　勉，前掲書，141－149頁。

⑯風呂　勉前掲書，190頁。
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である。そして，この相矛盾する二つの要請を内包するところのチャネル支配

の問題性を，製造業者と販売業者との間に別個の二つの取引過程を確立する

ことにより説明しようとする。二つの取引過程の確立は販売業者の持つ二面

性，すなわち購買者としての販売業者と再販売者としての販売業者とを概念

的に分断することによって可能となる。「売買取引」と「チャネル取引」がこ

れである。前者は製造業者と「購買者としての販売業者」との取引関係であ

り，危険負担の転嫁を可能にする取引関係である。これに対して後者は製造

業者と「再販売者としての販売業者」との取引であり，製造業者が組織化す

ることを要求する販売業者との関係である。この識別された二つの取引関係

はそれがチャネル支配の相互に矛盾する二つの要請に源流を持つ以上，それ

はまた新たな矛盾をチャネル内部に内蔵することになる。製造業者が危険の

転嫁を固執し，したがって「売買取引」を強化すればするほど「チャネル取

引」の進行は弱化し，販売業者の組織化は阻害される。逆もまた云える。こ

の「売買取引」と「チャネル取引」の矛盾として表現された問題こそ，石原

氏によって認識されたチャネル問題の核心である曾これは風呂氏によって指

摘された「売買関係」と「組織関係」の矛盾に各々対応することは云うまで

もない。

　田村氏の場合には，商業経済論的な論理展開は風呂氏や石原氏ほどには強

く打ち出されていないが，マーケティング経路体系を「内部組御的性格」と

　「市場組織的性格」の二面性で把え，「全体としてのマーケティング経路体系

が企業内部組織に準ずべき組織でもなく，また市場組織の一部でもない，両

者の性格を共有した体系である＠］とする点で，認識の方向を同じくする。こ

⑰石原武政，「チャネル類型選択論批判一マーケティング・チャネル取引の概念化」，現

代マーケティング研究会編，マーケティング行動と環境，昭和44年，134頁。

⑱石原武政，前掲論文，135－139頁。更に石原氏はそのことに対応させながら，チャネ

ルの広狭的側面と開閉的側面との矛盾としてチャネル問題の核心を認識している。

⑲田村正紀，「マーケティング・チャネル・システムの分析フレーム」，六甲台論集，第

12巻第4号（昭和40年），44頁参照。田村正紀，マーケティング行動体系論，昭和46年，

348頁。
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こでチャネルの内部組織的性格は寡占的製造企業と販売業者相互間の役割期

待の展開によって連合するということを基礎にして発生するチャネルの性格

であり，寡占的製造企業の私的諸力に関わるものである。これに対して市場

組織的性格は寡占的製造企業の管理行動を制約する社会的諸力に関連し，一

つには成員の行動準拠枠の相異を，二つには製造業者と販売業者の1対多の

関係を内在的契機として発生するものである。

　われわれは，叙上の如く，チャネルに内在する本質的な問題を組織的要素

と反組織的要素の二側面で把え，それが持つ相互矛盾的な性格こそチャネル

問題の核心であるとみる。風呂氏，石原氏，田村氏によって認識されたチャ

ネルの二面性はその呼称と論理の展開において若干の差異は認められるが，

その基盤と方向性は全く一致している。チャネル・システム論者がチャネル

管理という現実の問題解決に急ぎ過ぎたがために看過してしまったチャネ

ルの反組織的要素は，チャネル・キャプテンの私的諸力では解決しえない社

会的諸力に関わるものである。この理論的厳行性はチャネル問題の本質に関

する理解を歪め，組織論の適用による解決の可能性の主張という短絡的な結

論を導いてきた。

4．チャネル交渉過程の分析

　チャネル・システム論が主張するチャネル認識は組織的要素のみからなる

システムの認識であつた。それ故，チャネルは企業組織と全く同一の組織と

して初めから存在していたし，またすることができた。したがって，そこで

のチャネル問題の解決は企業組織の組織管理技術の有効な適用でこと足りた

のである。

　前節でみた二面性の矛盾としてチャネル問題を把握するわが国の論者に

とっての問題はそれほど簡単なものではない。それはまた別個で特殊な特性

をそのgステムの中に具備させることになる。第1に成員間の関係が交渉
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（b・・gaining）を特色とする売買関係であること・第2にシステム操作がli虫立

した多数の意思決定主体の政策に左右されること，第3に独立した意思決定

主体間の情報連環に予測し得ない撹乱があること，第4にシステム操作が極

めて不安定であること，これである曾　　　　　　　　　　　　　　一

　元来社会的関係である独立主体間IT）関係の中に，それを温存させながら

個別的関係を持ち込もうとするこの矛盾創出の過程に突入させる契機は，他

でもない水平的競争における差別的有利性の獲得志向である。各段階での水

平的競争が差別的有利性を求めて垂直的な協調関係の構築と維持を必然化さ

せる。製造業者はその水平的競争の激化によってチャネル関係の構築を要請

され，販売業者は何れかのチャネルのinsiderになることにより・そのチャネ

ルのoutsiderである他の販売業者に対して差別的有利性を確保し得るので

ある曾

　反組織的要素ないし「売買関係」を不可欠の要素としてその中に含め，相

互に矛盾する二面性の問題として把えるチャネル認識は，チャネル・シスァ

ム論では当然として問題にならなかった新たな二つの問題，すなわちチャネ

ルの構築問題と維持問題の分析を要請されることになる。それは，本来，個1

別的関係．を持たない独立した意思決定主体をチャネル内部に組込むことに起

因する。こうして，わが国のチャネル研究は製造業者と販売業者のチャネル

構築段階における交渉過程の分析とその維持段階における交渉過程の翁析と

いう独自り道を歩むことになる。

　チャネル関係がそこに内在する二つの側面として把えられる以上，チャネ

ルの構築ないし維持に関わる交渉もまたそのことを反映しなければならな

い。それは単なる組織内の交渉や単なる売買一般の交渉として解消されてし

まってはならない。それは［その固有の意味において，チャネルという行為

システムの構築・維持，したがってそれが持つ一定の活動準則（worki㎎

⑳風呂勉，「Marketing　Channelの『システム』特牲」・商大論集・通巻59号（昭和39

年），41－42頁。

⑪　田村正紀前掲論文，41－42頁。　　　　　　　　　　　　、
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rule）に対する参加・脱退をめぐる交渉であり，決して価格やその他の取引諸

条件に関する交渉やその一時的な結合決定（joint　decision）それ自体にある

のではない動のである。

　かかる経緯からチャネル成員相互間の行動的側面の分析を重視したわが国

のチャネル研究は，チャネル成員の参加・脱退の問題およびチャネル交渉過

程の規定因の問題の分析に独自の理論形成をみながら，最終的にはそれを

「チャネル交渉モデル」の開発の中に集約化していった。

　風呂氏の「チャネル交渉の要因関連モデル」はチャネル交渉をその構築段

階で把え，チャネルの維持段階を絶えざるチャネル構築の反復過程と見た上

での定式化であり⑱石原氏の「交渉力の規定要因モデル」もこの立場に立つ9

これに対して，田村氏による交渉過程の「ロジカル・フロー・モデル」はチャ

ネル・システム構築後の，したがって維持段階で把えた交渉過程のダイナミ

クスを明らかにしようとしたものである曹独自のモデルとしては呈示するま

でには至らなかったが，従来のチャネル研究におけるチャネル行動論の理論

的不毛性を指摘した荒川氏は，チャネル行動を統一的に把握する基礎概念を

「取引」（transaction）に求め，　A．　Kuhnに依拠しながら，「取引」の基本モ

デルの開発を志向する曾そこで展開されたKuhnモデルの内容は，「風呂モデ

ル」の中に集約的に継承されていった響今少し各モデルの性格を見てみよう。

　風呂モデルを始動させるのは前期の「依存度」であり，製造業者にとって

は販売依存度が，販売業者にとっては仕入依存度が組み込まれる。これが双方

の「同調化1生向」を規定し，「同調化性向」はそれぞれの誘因・期待の構造と

⑫風呂勉，「Marketing　Channelにおける交渉」，商大論集，第17巻第5号（昭和40年

12月），16頁。

⑳風呂　勉，前掲書，234頁。

⑭石原武政，「マーケティング・チャネル論の系譜」，京都ワークショップ編，前掲書，

207頁。

⑮　田村正紀，前掲書，356頁。風呂　勉，前掲書，234頁参照。　　、

⑯　荒川祐吉，「マーケティング・チャネル概念とチャネル行動一チャネル行動論序説」，

国民経済雑誌、第112巻5号（昭和40年）。

⑰　風呂　勉前掲書，222－229頁参照。
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交渉力を通して交渉過程にinputされる。そして交渉成果として「同調化水

準」をout　putし，これが今期の「依存度」を規定する，というループを描く。

ここで交渉過程はブラック・ボックスとして扱われる。チャネル交渉の目標

がチャネル構築主体としての製造業者の自己に対する販売業者の同調性水準

の引上げ努力にあることは，その操作性の点より明らかである曾しかしなが

ら，製造業者と販売業者が対等に交渉過程に入ることを要請するそのモデル

図からそれを説明することは不可能である。

　その視点と方向性において風呂氏と同一の立場をとる石原氏の場合は，そ

れ自体としては交渉過程のinputである「交渉力」の規定要因分析のためのモ

デル化であった。そこでは風呂モデルで想定された「依存度」に加えて「占

拠率」が追加され，依存度および占拠率の交渉力に対する規定関係が明確に

されたにとどまる曾

　風呂氏および石原氏のモデルにおいてブラック・ボックスとして取扱われ

た交渉過程は，田村モデルにおいてヨリ具体的な形で分析される。田村モデ

ルで想定されているチャネル交渉は維持段階でのそれである。製造業者およ

び販売業者は，チャネル構築後も相手の行動が自己の役割期待を満足してい

るかどうかを絶えずチェックしており，そこにチャネル維持段階における交

渉の契機が存在する。田村モデルにおける交渉過程は，製造業者の「制裁性

向」の増大もしくは販売業者の「離脱性向」の増大によって始動する。前者

は「切捨て欲求」と他の販売業者の「利用可能性」によって，後者は「離脱

欲求」と「離脱可能性」によってそれぞれ規定される。交渉過程における交渉

の結果は，連合条件の修正による連合関係の継続か，もしくは連合関係の廃

棄の何れかである空

　以上われわれは三者のチャネル交渉モデルを素描したのであるが，叙上の

　　　’

⑱風呂　勉前掲書，217頁。
⑲　石原武政「マーケティング・チャネルの構築における交渉力の論理」，六甲台論集，

第13巻鋸i号（昭和41年），15－18頁。

⑳田村正紀，前掲論文，46－49頁。同，前掲書，356－361頁。
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ごとく，石原モデルはその方向と内容において風呂モデルの枠組でgれを把

えることができる。少くとも両モデルの間には異質性は存在しない。そこで，

風呂モデルと田村モデルとの対比を通して両モデルの性格を検討してみた

い。もとより両者はその内的連関の内容についてのみ差異を持つものであり，

その志向は互いに共通している？

　第1に指摘しなければならない点は，風呂モデルが構築段階でのチャネル

交渉関係を問題にしたのに対して，田村モデルは維持段階でのそれを分析の

対象に置いたことである。

　第2に，田村モデルが交渉過程のダイナミクスそのものを明らかにしたの

に対して，風呂モデルにおいては交渉過程をブラック・ボックスとし，代り

に交渉過程での交渉に影響を与えるもしくはそれから影響を受ける諸要因の

関連性を明確に位置付けたこと，これである。

　第3，両者の差異は交渉過程のinputとoutputについても見られる。風呂

モデルにおけるinputは「同調化性向」であり，　outputは「同調性水準」で

ある。これに対して，田村モデルでは「制裁性向」と「離脱性向」が交渉過

程にi叩utされ，　outputとして「連合関係の継続ないし廃棄」を得る。勿論，

両者のinputおよびoutputは構築段階と維持段階との差異を除けば，その含

意は相互に共通性を持っており本質的な差異とは云えない。しかしながら，

ここで指摘したいことはそれが反映するモデルの現実性，具体性の問題であ

る。風呂氏の指摘の如く？同調性水準の概念化はそれなりの長所を持つし，

参加・脱退（連合関係の継続・廃棄）の二者択一の次元での概念化よりもヨ

リ操作的でもある。しかし交渉過程をブラック・ボックスとして処理せず，

それ自身のダイナミクスを説明する際には適切とは云えない。何故なら，現

実の交渉過程は参加・脱退（継続・廃棄）という二者択一の形で結果するか

らである。「同調性水準」概念はそれ自身の中にかかる結果を包含するもので

あるカ㍉それは決して表面には出てこない1注記〕参照゜

⑪田村正紀，前掲論文，38頁参照。

⑫風呂勉，前掲書ザ217頁。
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〔注記〕

　かかる視点から交渉過程の内容を注入しながら風呂モデルを再構成すれば，次の

ようになるであろう。ここで，同調性水準を「有効同調性水準」と「無効同調性水

準」に分括して概念化しておく必要が生じる。後者は製造業者と販売業者への同調

性水準の振り分けが完結せず，空白を残したままの状態にある同調性水準を意味す

るものである＠これに対して，前者はそれ以外の状態にある同調性水準を意味する。

図の破線で囲んだ部分は交渉過程を示す。

　この風呂モデルの「修正毛デル」とも示うべきものは，そのロジックにおいて原

初モデルと何ら変るところはない。それは基本的には，原初モデルが持つ，依存度

→同調化性向→交渉過程→同調性水準→依存度，というループ構造をそのまま継承

する。しかしながら，次の二点において原初モデルと異っている。第一にそれは交

渉過程の含意を直接的にモデルの中に表現することによって，ブラック・ボックス

として処理されていた交渉過程の内容を完全とは云えないまでも，モデルの中で取

り扱ったこと，第二に，「同調性水準」概念を「有効同調性水準」と「無効同調性水

準」に二分して概念化することによって，交渉過程のoutputとしての成否（すなわ

ち，結束関係の締結もしくは廃棄）の問題をモデルの中に組み込んだこと，これで

ある。

　依存度によって規定され，交渉過程にinputされる同調化牲向は初期的には次の

三つの状態の何れかに属する。つまり，（1）閾値を持つ場合，（2）受容圏を持つ場合，

もしくは（3）閾値も受容圏も共に持たない場合，である。（1）の場合の同調化性向の状

態は「有効同調性水準」を結果し，その点（閾値）で結束条件が確定するとζもに，

双方はチャネル関係に突入する。（2）の場合はその受容圏の内部の一点で結束条件が

確定するまで双方の誘因構造および期待構造を変えながら交渉が進行する。（3）の場

合は，初期的には「同調性水準」の分ち合いは完結しておらず，双方の同調化1生向

は互いに空白を残したままとなっている。したがって，交渉の戦略と戦術を行使す

ることによって，当事者の誘因・期待構造を改変しながら交渉過程のループを回る

ことになる。その結果，同調化性向が（1）の状態になれば結束関係の締結が見られ，

反対にそれでもなお閾値を持たない場合は「無効同調性水準」をoutputし，結束関

係は廃棄される。

⑬風呂勉，前掲書，225－226頁。
⑭風呂勉，「Marketing　Channe1における交渉」，商大論集・第17巻第5号（昭和40年

12月），28頁。’

⑯「マーケティング主体についての分析がなく，無限定に生産者と等置されている」と

いう森下氏の風呂氏に対する批判は，この点にも関わると思われる（森下二次也，「書評：

風呂　勉著『マーケティング・チャネル行動論』」，経営研究第100号（昭和45年），82

頁）。
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〔修正モデル〕

　第4，両モデルは製造業者と販売業者について，完全なる対称性でもって

これを把えている点で共通している。製造業者と販売業者の質的差異は交渉

要因の各スケール上では表示し得るかもしれないが，少くともモデルの上に

は反映されていない。例えば，「同調性水準」の概念自身にしても，それは販売

業者からする製造業者の行動支配をも包含し得るものになっている曾この点

で，マーケティング主体たり得る製造業者によって意識された問題としての

チャネル問題は，そのモデルの奥底に隠蔽されてしまったと云える曾
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　第5，両モデルの今一つの共通点は，流通の継起的段階のすべてを包含し

なければならない筈のチャネル関係を，製造業者と販売業者という最も単純

な対応関係に分解してしまったことである。現実には，少くとも三つの対応

関係，すなわち製造業者と卸売業者，製造業者と小売業者，卸売業者と小売

業者の各関係を包含しているのであり，これちの諸関係のすべてを反映する

ようなモデルの開発が要求される。この点は風呂氏自身によっても指摘され

てい譜

5．むすび

　稿を終えるにあたり，次の点の注意が必要であろう。それは本稿で予定さ

れた問題の対象がわが国のチャネル研究の展開過程にあるからと云って，そ

のすべてを網羅したという訳ではない。そうではなくて，ここで考察の対象に

されたものはわが国のチャネル研究がアメリカで開花しつつあったチャネ

ル・システム研究との交渉関係をまさに持たんとしていた時期，ヨリ正確に

　　　　　　　　　　　　⑰
は風呂氏による問題提起論文の発表（昭和38年）以降のものであり，しかも

その中で限られたものだけをその対象とした。これにはそれなりの理由があ

る。先ず，わが国のチャネル研究がそれ自身独自の理論展開の道を歩み出し

たのは先の問題提起論文を契機としてからであり，それ以前はその準備段階

でこそあれ，チャネル研究自身としてはそれほど顕著な理論的発展をみな

かったという認識による。また，現在までのチャネル研究の経緯をみても，

それが無数に散在しているというのではなく，数の上でも限られており，こ

こで考察されたものがその中心的存在であると考えられるからである。

　以下，その特質を抽出しよう。

　1）何よりも先ず，チャネルの認識の点で独自性を持つ。チャネルは売買関

⑯風呂勉，前掲論文，29頁。
⑰風呂勉，「Marketing　Channelの『システム』特性」，商大論集，通巻59号（昭和38年）。

／
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係と組織関係という相互背反的な二つの関係をその中に内包する製造業者と

販売業者の対応関係として認識される。したがって，それは単なる売買関係

ではないとしても売買関係を抜きにしては実質的な意味を持たないものとな

る。わが国のチャネル研究がこの矛盾的関係にある二面性を強調するのに対

して，チャネル・システム研究では組織関係のみを問題にした。

　2）かかる認識は商業経済論的思考にその源流を持つ。そしてそれはチャネ

ル・システム論の理論的鍍行性の批判を通して強化されてきた。

　3）元来，社会的関係である販売業者との関係の中に，それを温存させなが

ら個別的関係を結ぷことを要求するチャネル関係は，主体の努力によって構

築されなければならない性格をその中に持つ。

　4）水平的競争が垂直的な協調関係を必要とさせる点に，チャネル構築の契

機が存在するという認識。

　5）チャネルの構築，維持は製造業者との交渉を媒介としなければならず，

したがって交渉過程の分析がなされ，チャネル交渉モデルが開発された。

　わが国のチャネル研究展開の足跡とその内容の独自性を以上の5点に集約

して考察することができる。これらは何れもそのチャネル認識の独自性に端

を発している。ただ，チャネル認識にかかる論理内容の精緻さに較べて，チャ

ネル交渉モデルの分析についてはそこに幾つかの解決されなければならない

問題が存在することを前節で指摘した。


